
別 紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

番 号 措 置 名 交付金事業の名称 交付金事業者名又は 交付金事業に 交付金充当額 備 考
間接交付金事業者名 要した経費

岩内町の３保育所に係る
１ 福祉対策措置 運営事業 岩 内 町 80,671,456 76,810,184



Ⅱ．事業評価個表

番 号 措 置 名 交 付 金 事 業 名

１ 福祉対策措置 岩内町の３保育所に係る運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 岩内町

交 付 金 事 業 実 施 場 所 北海道岩内郡岩内町字東山、字宮園、字相生

交 付 金 事 業 の 概 要 保育所の安定運営を図るため、町内３保育所の保育士１９名の人件費に交付金を充当する。

・東山保育所（児童数４９人） 保育士４名
・中央保育所（児童数４５人） 保育士５名
・西保育所 （児童数５３人） 保育士１０名

交 付 金 充 当 額 ７６，８１０，１８４円

総 事 業 費 ８０，６７１，４５６円 うち文部科学省分

うち経済産業省分 ７６，８１０，１８４円

交付金事業の成果及び評価 本交付金事業により、岩内町立保育所の保育課程に規定する「保育目標」、「保育方針」等に基づく、保育所の安定運
営が図られ、従前どおりの質の高い保育行政を執行することができた。

また、少子化が一層進む状況の中、一方で共働き世帯の増加等を背景に保育所のニーズは高まりつつあり、特に近
年、障がい児保育および乳児を含む３歳未満児のニーズは高い。

本交付金事業の活用により、ニーズに対応した保育士の確保等、安定した保育環境の充実と、岩内町における福祉サ
ービスの向上が図られている。

○岩内町における５歳未満の児童数（国勢調査）
平成17年 626人（総人口比 4.0％）
平成22年 467人（総人口比 3.2％）

○岩内町立保育所（３保育所）の児童数
平成17年 209人（内、乳児 3人、障がい児 6人）
平成27年 147人（内、乳児 3人、障がい児12人）※待機児童数 0人



交付金事業の実施に伴い締結された売買、賃借、請負その他の契約

契 約 の 目 的 契 約 の 方 法 契 約 の 相 手 方 契 約 金 額

人件費 雇用 － ８０，６７１，４５６円

成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無

予定なし

本事業に来年度以降も交付金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方

岩内町の３保育所に係る運営事業は今後も安定的に実施する必要があり、次年度以降も引き続き本交付金により実施する予定である。

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 予定なし



別 紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

番 号 措 置 名 交付金事業の名称 交付金事業者名又は 交付金事業に 交付金充当額 備 考
間接交付金事業者名 要した経費

岩内町の保健福祉サービ
１ 地域活性化措置 ス提供事業 岩 内 町 61,511,238 55,000,000



Ⅱ．事業評価個表

番 号 措 置 名 交 付 金 事 業 名

１ 地域活性化措置 岩内町の保健福祉サービス提供事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 岩内町

交 付 金 事 業 実 施 場 所 北海道岩内郡岩内町 町内一円

交 付 金 事 業 の 概 要 保健福祉サービス提供事業の安定運営を図るため、保健師、栄養士等１１名分の人件費に交付金を充当する。

交 付 金 充 当 額 ５５，０００，０００円

総 事 業 費 ６１，５１１，２３８円 うち文部科学省分

うち経済産業省分 ５５，０００，０００円

交付金事業の成果及び評価 本交付金事業により、岩内町高齢者保健福祉計画および岩内町介護保険事業計画、ならびに岩内町母子保健計画等に
基づく各種施策について、保健師および栄養士を確保し、事業を円滑に提供できる体制づくりを進め、乳幼児から高齢
者まで幅広い対象者に対する、各種検診、健康相談等を実施するなど、住民の要望・ニーズにあった保健衛生思想の普
及、向上及び指導を図ることができた。

○予防接種 4,344人、妊婦健康診査 延1,175人、乳幼児健康診査 283人、歯科健康診査 延192人
育児相談 延212人、フッ素塗布 延287人、がん検診 2,786人、家庭訪問 延639人

また、介護保険事業に係る要介護（要支援）認定者数は増加傾向にあり、介護予防事業などに対する体制づくりが必
要とされる中、ケアプランの作成や相談、支援を行うための介護支援専門員を配置し、円滑な体制づくりを進めること
ができた。

○岩内町における要介護（要支援）認定者の状況
・平成22年10月末 802人（高齢者人口比率 17.6％）
・平成23年10月末 810人（高齢者人口比率 18.0％）
・平成25年３月末 883人（高齢者人口比率 19.5％）
・平成26年３月末 927人（高齢者人口比率 20.4％）
・平成27年３月末 927人（高齢者人口比率 20.4％）
・平成28年３月末 907人（高齢者人口比率 19.8％）



交付金事業の実施に伴い締結された売買、賃借、請負その他の契約

契 約 の 目 的 契 約 の 方 法 契 約 の 相 手 方 契 約 金 額

人件費 雇用 － ６１，５１１，２３８円

成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無

予定なし

本事業に来年度以降も交付金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方

保健福祉サービスの提供は今後も安定的に実施する必要があり、次年度以降も引き続き本交付金により実施する予定である。

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 予定なし



別 紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

番 号 措 置 名 交付金事業の名称 交付金事業者名又は 交付金事業に 交付金充当額 備 考
間接交付金事業者名 要した経費

学校教育施設管理運営
１ 福祉対策措置 事業 岩 内 町 50,707,058 45,000,000



Ⅱ．事業評価個表

番 号 措 置 名 交 付 金 事 業 名

１ 福祉対策措置 学校教育施設管理運営事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 岩内町

交 付 金 事 業 実 施 場 所 北海道岩内郡岩内町字東山、字野束、字宮園

交 付 金 事 業 の 概 要 学校給食業務及び施設維持管理業務を円滑かつ効率的に推進し、安全安心な学校教育環境を維持していくため、町立小
学校２校に配置する調理師４名分の人件費と、町立中学校２校における給食調理業務委託料、並びに町立小・中学校４
校における施設維持管理業務委託料に交付金を充当する。

交 付 金 充 当 額 ４５，０００，０００円

総 事 業 費 ５０，７０７，０５８円 うち文部科学省分

うち経済産業省分 ４５，０００，０００円

交付金事業の成果及び評価 本交付金事業は、教育課程及び学校経営計画等に基づく円滑な学校運営を行うため必要な措置であり、事業の実施に
より、学校給食及び施設維持管理の充実と、安定した管理運営が図られ、安全安心な学校教育環境を維持していくこと
ができた。

○対象者数（H27.12.31現在の児童・生徒数、教職員数の計）
・岩内東小学校 308名 ・岩内第一中学校 199名
・岩内西小学校 283名 ・岩内第二中学校 196名

計 986名

○給食業務委託の実績
・調理職員配置人員 中学校各4名 計8名
・調理食数 岩内第一中学校 210食、岩内第二中学校 220食 × 年間194日間

○施設維持管理業務委託の実績
・公務補配置人員 小・中学校各2名 計8名



交付金事業の実施に伴い締結された売買、賃借、請負その他の契約

契 約 の 目 的 契 約 の 方 法 契 約 の 相 手 方 契 約 金 額

小学校の給食調理に係る人件費 雇用 － ２１，０６６，４５８

中学校給食調理業務委託 指名競争入札 富士産業株式会社 １０，５４９，４４０

小学校施設維持管理業務委託 指名競争入札 株式会社東洋実業 ９，６２２，８００

中学校施設維持管理業務委託 指名競争入札 株式会社東洋実業 ９，４６８，３６０

成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無

予定なし

本事業に来年度以降も交付金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方

学校教育施設管理運営事業は今後も安定的に実施する必要があり、次年度以降も引き続き本交付金により実施する予定である。

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 予定なし



別 紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

番 号 措 置 名 交付金事業の名称 交付金事業者名又は 交付金事業に 交付金充当額 備 考
間接交付金事業者名 要した経費

公共用施設に係る整
１ 備、維持補修又は維 西小学校給水設備等 岩 内 町 146,977,200 121,445,000

持運営等措置 改修事業



Ⅱ．事業評価個表

番 号 措 置 名 交 付 金 事 業 名

１ 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営 西小学校給水設備等改修事業
等措置

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 岩内町

交 付 金 事 業 実 施 場 所 北海道岩内郡岩内町字野束

交 付 金 事 業 の 概 要 給水設備等改修工事

〇建築主体工事
・機械設備工事に伴う天井・壁仕上材等の撤去及び復旧、給食室改修、受水槽室新築

〇機械設備工事
・給水設備改修、排水設備改修、給湯設備改修、ガス設備改修、衛生器具設備改修、給食室設備改修、
受水槽設備新設

〇電気設備工事
・機械設備工事に伴う電気設備の撤去及び復旧、体育館照明改修（ＬＥＤ化）

交 付 金 充 当 額 １２１，４４５，０００円

総 事 業 費 １４６，９７７，２００円 うち文部科学省分

うち経済産業省分 １２１，４４５，０００円

交付金事業の成果及び評価 岩内町立小中学校は、昭和50年前後に整備され、40年近くを経過する中、施設の老朽化が顕著であります。
このうち、小学校においては、平成26年4月より中央小学校を廃止し、東小学校と西小学校の2校体制となることに伴

い、児童数及び職員数の増加などに対応した環境整備の充実も求められております。

こうした中、昭和52年に整備された西小学校においては、赤水や水漏れ等による不具合が発生しているため、当該設
備配管及び衛生設備等の老朽度調査を実施した上で、早期に改修工事を実施することが必要とされてきたところであり
ます。

本事業を実施した結果、給水設備の改修により、赤水の発生がなくなり、「手洗い・うがい時」を衛生的に行うことが
できるようになったほか、給食室設備の改修により、安全衛生面が大きく改善されております。
また、和風便器の洋風便器への改修により、快適性や利便性の向上に寄与したところであり、児童や教師はもちろ

ん、子供の安心・安全な学校生活を見守る保護者の安心感につながっております。



また、受水槽設備の新設やガス設備の改修などを行ったことにより、施設全体の機能維持が図られたところでありま
す。

○児童数（平成27年5月1日現在） ２５５名

交付金事業の実施に伴い締結された売買、賃借、請負その他の契約

契 約 の 目 的 契 約 の 方 法 契 約 の 相 手 方 契 約 金 額

岩内西小学校給水設備等改修 指名競争入札 株式会社白戸工務店 ５８，８７０，８００円
建築主体工事

岩内西小学校給水設備等改修 指名競争入札 株式会社マルコー設備 ７３，９８０，０００円
機械設備工事

岩内西小学校給水設備等改修 指名競争入札 第一電設株式会社 １４，１２６，４００円
電気設備工事

成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無

予定なし

本事業に来年度以降も交付金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方

予定なし

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 予定なし



別 紙

Ⅰ．事業評価総括表
（単位：円）

番 号 措 置 名 交付金事業の名称 交付金事業者名又は 交付金事業に 交付金充当額 備 考
間接交付金事業者名 要した経費

公共用施設に係る整 岩内地方文化センター維
１ 備、維持補修又は維 持修繕・維持補修基金造 岩 内 町 20,000,000 20,000,000

持運営等措置 成事業



Ⅱ．事業評価個表

番 号 措 置 名 交 付 金 事 業 名

１ 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営 岩内地方文化センター維持修繕・維持補修基金造成事業
等措置

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 岩内町

交 付 金 事 業 実 施 場 所 北海道岩内郡岩内町字高台

交 付 金 事 業 の 概 要 岩内町公共用施設維持修繕・維持補修に係る基金造成

交 付 金 充 当 額 ２０，０００，０００円

総 事 業 費 ２０，０００，０００円 うち文部科学省分

うち経済産業省分 ２０，０００，０００円

交付金事業の成果及び評価 ○岩内地方文化センター 平成元年完成
・文化センター部分（大ホール1,008席、楽屋、リハーサル室等）
・コミュニティセンター部分（サークル室、美術工芸室、視聴覚室、調理実習室、図書室等）

○岩内町総合計画（H21～H30）における位置づけ
・「社会教育・文化・スポーツ活動の基盤となる施設整備と、住民との協働により利便機能を高め、効率性を図った
運営に努めるとし、文化センターの計画的な改修事業を実施」と明記

○施設の利用状況（平成27年）
・利用者数 61,886人（1日当たり 200人）
・サークル活動 22種 延回数 692回 延出席人員 6,069人
・文化行事開催状況 18回（小中音楽交歓会、岩内町文化団体協議会合同発表会、各種発表会等）
・図書館利用状況 貸出延べ人員 4,357人 貸出冊数 10,642冊

○完成後20年以上が経過し、老朽化が進んでいたことから、平成26年度には舞台・音響・照明設備等の改修を実施。
また、平成29年度には外壁等の改修を予定している。

○本事業の実施により、施設の機能維持が図られ、施設の利用が安定するとともに、将来に向け計画的な事業執行が可
能となり、教育文化の振興に大きな効果が期待される。

○事業の再評価については、基金の処分が終了する翌年度の平成３０年度に行う予定である。



交付金事業の実施に伴い締結された売買、賃借、請負その他の契約

契 約 の 目 的 契 約 の 方 法 契 約 の 相 手 方 契 約 金 額

基金の造成 － － ２０，０００，０００円

成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無

予定なし

本事業に来年度以降も交付金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方

平成２９年度に外壁等改修工事を計画しており、そのための必要な財源として、引き続き本交付金を活用し基金造成を実施する。

交付金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 平成３０年度
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